
≪歳出≫
〇予算科⽬の新設・廃⽌等

観 光 費

⽬名称の変更
観光政策費

⽬の廃⽌（統合）

観光事業推進費

⽬の新設

⼟ ⽊ 費

⽬の廃⽌
⼤町動植物公園費

〇予算科⽬の名称変更

総 務 費

⽬名称の変更

予算科⽬の新設等について
令和5年度市川市⼀般会計予算参考資料

・第8款

説　　　　明令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬）

第1項 観光費 第1項 観光費

第2⽬ 組織改正に伴い、⽬名称を変更するもの。

第22⽬ 国際政策費 第22⽬ 国際交流費

・第9款

第6⽬

第1項 総務管理費

廃　⽌

令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬） 説　　　　明

第2⽬ 観光振興費

第3⽬ ⼤町動植物公園費 組織改正に伴い、⽬を新設するもの。---
（⼟⽊費にて予算計上）

第3⽬ 「第2⽬　観光振興費」へ統合することによ
り、廃⽌となるもの。

第4項 都市計画費

組織改正に伴い、⽬を廃⽌するもの。廃　⽌

・第2款

第4項 都市計画費

組織改正に伴い、⽬名称を変更するもの。

令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬） 説　　　　明

第1項 総務管理費
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○組織改正等に伴う予算の組替えについて
・総務費から商⼯費への組替え

1. デジタル地域通貨推進事業

・総務費から⼟⽊費への組替え

1.

・⼟⽊費から総務費への組替え

1. 設計監理課事務費

・⼟⽊費から観光費への組替え

1. 動植物園管理事務費
2. 動植物園管理運営事業
3. 動植物園整備事業
4. ⼤町公園整備事業

・総務費内の組替え

・⺠⽣費内の組替え

1.
2.

事業名 令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬）

第9款　　⼟⽊費
第1項　　⼟⽊管理費
第1⽬　　建築総務費

第2款　　総務費
第1項　　総務管理費
第6⽬    財産管理費

令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬）

公園緑地課事務費
（⽔辺のまちづくり推進参与報酬）

第2款　　総務費
第1項　　総務管理費
第7⽬　　企画費

第9款　　⼟⽊費
第4項　　都市計画費
第1⽬    都市計画総務費

事業名 令和4年度科⽬（旧科⽬）

事業名

ホームレス⾃⽴⽀援対策事業 第3項　　⽣活保護費
第1⽬　　⽣活保護総務費

第1項　　社会福祉費
第1⽬　　社会福祉総務費⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業

令和5年度科⽬（新科⽬）

第2款　　総務費
第1項　　総務管理費
第7⽬　　企画費

第7款　　商⼯費
第1項　　商⼯費
第2⽬    商⼯業振興費

令和5年度科⽬（新科⽬）

第1項　　総務管理費
第12⽬　情報システム費

第1項　　総務管理費
第5⽬　　広報費

事業名

事業名 令和4年度科⽬（旧科⽬）

令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬）

事業名 令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬）

第9款　　⼟⽊費
第4項　　都市計画費
第6⽬　　⼤町動植物公園費

第8款　　観光費
第1項　　観光費
第3⽬    ⼤町動植物公園費

1. 市公式Ｗｅｂサイト管理運営事業

1. 公共施設整備基⾦ 第1項　　総務管理費
第7⽬　　企画費

第1項　　総務管理費
第6⽬　　財産管理費
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・特別会計から⼀般会計への組替え

1.地域介護予防活動⽀援事業

介護保険特別会計
第3款　　地域⽀援事業費
第2項　　⼀般介護予防事業費
第1⽬　　⼀般介護予防事業費

1.⽣活⽀援体制整備事業
2.地域包括⽀援センター運営事業

介護保険特別会計
第3款　　地域⽀援事業費
第3項　　包括的⽀援事業・
　　　　　　任意事業費
第1⽬　　包括的⽀援事業費

事業名 令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬）

1.包括⽀援事務費

介護保険特別会計
第1款　　総務費
第5項　　地域包括⽀援セン

ター事業費
第1⽬　　地域包括⽀援セン

ター事業費

⼀般会計
第3款　　⺠⽣費
第1項　　社会福祉費
第3⽬    ⾼齢者⽀援費
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別紙1
令和5年度市川市予算書　294〜299ページ

総務委員会分 (単位︓千円）

1,652,350 660,480
1 報酬 590 480
委員報酬 110
○ 中⼩企業融資制度審議会委員報酬 110

⾮常勤職員報酬 480 480
○ デジタル地域通貨推進参与報酬 480 480

7 報償費 3,746
10 需⽤費 766
11 役務費 1,542 620

通信運搬費 547
○ 郵便料 492
○ 通信回線料 55

広告料 43 43
⼿数料 952 577
○ 複合機保守⼿数料 661 286
○ 特許申請⼿数料 291 291

12 委託料 64,975 64,480
委託料 64,975 64,480
○ ⾬⽔貯留設備管理委託料 495
○ デジタル地域通貨運営等委託料 64,480 64,480

18 負担⾦補助及び交付⾦ 675,731 594,900
負担⾦ 594,900 594,900
○ デジタル地域通貨流通原資負担⾦ 594,900 594,900

補助⾦ 80,831
○ 商店街活性化事業補助⾦ 21,491
○ 市川商⼯会議所補助⾦ 7,000
○ 産業まつり補助⾦ 2,800
○ まごころサービス事業補助⾦ 2,200
○ 市川市商店会連合会補助⾦ 720
○ 中⼩企業融資利⼦補給⾦ 40,225
○ 中⼩企業展⽰会等出展⽀援事業補助⾦ 2,400
○ 地域にやさしい商店街推進事業補助⾦ 900
○ 中⼩企業融資信⽤保証料補助⾦ 1,595
○ 経営⼒強化⽀援補助⾦ 1,500

20 貸付⾦ 900,000
21 補償補塡及び賠償⾦ 5,000

総務委員会

＜歳出＞

第7款 商⼯費　　第1項 商⼯費　　第2⽬ 商⼯業振興費

節 細節 当初予算額
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別紙2
令和5年度市川市予算書　336〜339ページ

総務委員会分 (単位︓千円）

650,921 480
1 報酬 12,227 480
委員報酬 1,302
○ 都市計画審議会委員報酬 510
○ ホテル等審議会委員報酬 109
○ 建築審査会委員報酬 683

⾮常勤職員報酬 480 480
○ ⽔辺のまちづくり推進参与報酬 480 480

会計年度任⽤職員報酬 10,445
2 給料 299,671
3 職員⼿当等 220,716
4 共済費 111,732
8 旅費 882
10 需⽤費 549
11 役務費 386
12 委託料 4,373
18 負担⾦補助及び交付⾦ 385

第9款 ⼟⽊費　　第4項 都市計画費　　第1⽬ 都市計画総務費

節 細節 当初予算額 総務委員会

＜歳出＞
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別紙3
令和5年度市川市予算書　88〜93ページ

建設経済委員会分 (単位︓千円）

2,920,750 7,521
7 報償費 264 209
報償⾦ 264 209
○ 公共建築専⾨員報償⾦ 209 209
○ 指定管理者選考委員報償⾦ 55

8 旅費 136 136
職員旅費 136 136

10 需⽤費 229,674 1,271
消耗品費 11,804 1,137
定期刊⾏物費 314 134
印刷製本費 8
燃料費 662
光熱⽔費 167,649
施設修繕料 49,237

11 役務費 63,061 244
通信運搬費 39,040
○ 電話料 39,040

⼿数料 3,695 244
○ 施設管理⼿数料 282
○ 不動産鑑定等⼿数料 2,538
○ 複合機保守⼿数料 875 244

⽕災保険料 12,500
○ 市有建物⽕災保険料 12,500

その他損害保険料 7,826
○ 施設賠償責任保険料 7,826

12 委託料 452,202 5,034
委託料 452,202 5,034
○ 市有地清掃委託料 7,339
○ 施設管理等委託料 437,229
○ ⼋幡分庁舎建替⼯事監理等委託料本年度⽀出額 2,600
○ 特別単価調査委託料 5,034 5,034

13 使⽤料及び賃借料 67,620 350
借上料 10,236
○ いちかわ情報プラザ冷暖房設備等借上料 10,236

賃借料 57,047 350
○ 構内電話交換設備等賃借料 26,470
○ 公共施設⽤地等賃借料 30,227
○ 公⽤⾞賃借料 350 350

受信料 337
14 ⼯事請負費 588,000
17 備品購⼊費 1,000

建設経済委員会

＜歳出＞

第2款 総務費　　第1項 総務管理費　　第6⽬ 財産管理費

節 細節 当初予算額
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別紙4
令和5年度市川市予算書　88〜93ページ

建設経済委員会分 (単位︓千円）

18 負担⾦補助及び交付⾦ 7,516 277
負担⾦ 7,516 277
○ 施設管理費等負担⾦ 4,539
○ 千葉県公共建築等連絡協議会負担⾦ 3 3
○ 積算システム賛助会負担⾦ 100 100
○ 研修会参加負担⾦ 174 174
○ 電柱移設等負担⾦ 2,700

21 補償補塡及び賠償⾦ 8,572
24 積⽴⾦ 1,502,705

建設経済委員会

＜歳出＞

第2款 総務費　　第1項 総務管理費　　第6⽬ 財産管理費

節 細節 当初予算額
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≪歳出≫
〇予算科⽬の新設・廃⽌

（項の新設）
諸⽀出⾦

項の新設

（項の廃⽌）
総務費

項の廃⽌

令和5年度市川市介護保険特別会計予算参考資料
予算科⽬の新設等について

・第5款

令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬） 説　　　　明

第3項　災害臨時特例利⽤者
　　　　　負担額軽減⽀援事業費---

国からの令和5年度以降の財政⽀援の期
間の決定により、5年度の⽀出が⾒込まれ
ることから、当初予算において新設するも
の。

第5項 地域包括⽀援センター
事業費 廃　⽌

令和5年度から⼀般会計で重層的⽀援体
制整備事業を実施することにより、当該事
業費が対象の事業となることから、廃⽌する
もの。

・第1款

令和4年度科⽬（旧科⽬） 令和5年度科⽬（新科⽬） 説　　　　明
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